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1. 目的

　平成9年，治水・利水の体系的な制度として100

年間変えられることのなかった河川法が改定さ

れ，河川行政は「環境保全」と「住民参加」の視

点を取り入れた河川整備へと大きく舵を切った．

近年，中心市街地活性化策として，河川を活かし

たまちづくりの可能性が高まりつつあるが，河川

整備によりまちの活性化を実現した事例は未だに

少ないのが現状である．

　筆者の住む福岡市の中心市街地に流れる那珂川

水系準用河川の博多川（川幅約20m）は，大型商

業施設が集積する天神を中心とした福岡部と歴史

的地域である博多部の境界に位置し，沿川地域に

は川端商店街や博多リバレインなどの商業施設が

集積している（図-1参照）．博多川の管理者であ

る福岡市下水道局は，平成3年から平成12年まで

に「博多川夢回廊整備事業」の第1期工事を実施

し，幅員3～ 5m の高水敷や水辺テラスを整備し

た．しかし，川端商店街には川に背を向けた建物

が多く残っており，整備後の河川空間には日常的

に利用する市民の姿がほとんど見られない．

　一方，徳島市の中心市街地を流れる吉野川水系

1級河川の新町川（川幅47m）は，大型商業施設

が集積するJR徳島駅前地区と歴史的地域である

新町地区の境界に位置し，沿川地域には多くの商

店街が集積している（図-2参照）．新町地区の東

船場商店街振興組合は，平成7年に「東船場ボー

ドウォーク整備事業」を実施し，新町川右岸に総

延長287mの木製遊歩道（ボードウォーク）を整

備した．整備後の東船場ボードウォークでは，毎

週末に地元商店街によるパラソルショップやイベ

ントが開催され，河川空間にはまちの賑わいが創

出されている．また，新町地区の商店街にも波及

効果が生まれ，まち全体の活性化にも繋がった．

　整備後の河川空間の賑わいに関して対照的なこ

の2つの都市河川整備は，河川のスケールは違う

ものの，整備時期や沿川地域の特性が似ている．

両者の事例比較を通じてまちの活性化を実現する

河川整備のあり方について研究することは有意義

であると考えられる．

　本研究では，博多川夢回廊整備事業と東船場

ボードウォーク整備事業を事例として，事業関係

者へのヒアリング調査を通じて各々の事業経緯を

明らかにし，まちの活性化を促す都市河川整備の

可能性と問題点を考察することを目的とする．

図-2　新町川の位置

図-1　博多川の位置
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2.　内容

2.1 　博多川夢回廊整備事業の経緯

　平成2年3月，福岡市下水道局は，財団法人リ

バーフロント整備センターとともに，活力に満ち

たアジアの拠点都市「福岡」にふさわしい個性あ

る魅力的な川づくりを目指すことを目的に，「博

多川リバーフロント整備構想」を策定した．

　同年7月，福岡市下水道局は，博多川整備の具

体的な内容を検討するため，学識経験者，地元代

表を集めて「博多川整備構想検討委員会」を結成

した．また，福岡市下水道局はこの委員会で博多

川整備の検討を行うとともに，事業に対する地域

住民の了承を得るため，地元説明会を行った．

　平成3年、この委員会は，まちの活性化を図る

川づくりや地域と一体となった川づくり等を整備

方針として定め，博多川の基本的方向を示す「博

多川夢回廊構想」を策定した．しかし，この委員

会は専門家や地元代表の意見を聞くという形式的

なものと捉えられ，次の段階では委員会に参加し

た専門家や地元代表は事業から外れた．

　その後，福岡市下水道局は，実施設計に向けて

のデザイン検討を行うため，地元建築家に「博多

川夢回廊デザイン計画」の業務を委託し，高水敷・

護岸等の色・素材・デザインについて具体的な提

案を行った．

　同年，福岡市下水道局は河川の実施設計を専門

とする建設コンサルタントに基本・実施設計業務

を委託し，総事業費60億円の「博多川夢回廊整

備事業」に着手した．

　また，博多川夢回廊整備事業と同時期に，博多

大橋～東中島橋の博多川右岸部において，下川端

地区市街地再開発事業が平成7年に実施された．

しかし，バブルの崩壊により再開発事業の進捗が

遅れたことも原因の1つであるが，事業間で博多

川をまちの中でどう活かすのかという具体的な話

し合いはされておらず，福岡市下水道局は河川区

域内の環境整備を行うに留まった．

　

2.2 　東船場ボードウォーク整備事業の経緯

　東船場ボードウォーク整備事業の構想段階で

は，竹原俊二氏（以下，竹原氏とする）を中心と

する東新町 1 丁目商店街振興組合と商業プロ

デューサーの北山孝雄氏（以下，北山氏とする）

が東新町商店街の活性化案の作成に取り組んだ．

北山氏は東新町商店街のすぐ側を流れる新町川に

着目し，当時県営の駐車場として利用され殺風景

な場所であった新町川右岸にボードウォークをつ

くることで，新町地区界隈全体の活性化を図る

「東船場ボードウォーク案」を提案した．この北

山氏の提案に賛同した竹原氏は，東新町商店主に

事業説明を行い，事業への合意を得た．

　また実施段階では，高度化資金事業を利用し，

国から資金援助を受けて事業を進めるため，ボー

ドウォークの計画予定地に隣接する東船場商店街

振興組合が事業主体となった．初代理事長である

粟飯原一平氏（以下，粟飯原氏とする）と竹原氏

は、東船場住民に事業説明を行い，自己負担によ

る事業実施への合意を得ることができた．また，

竹原氏と粟飯原氏は，ボードウォークの実施設計

を地元建築家の中川俊博氏（以下，中川氏とする）

に委託し，中川氏はその業務を引き受けた．

　その後，東船場商店街振興組合は，事業実現に

向けて、計画予定地を所有する徳島県との事業交

渉を行った．しかし当時，民間事業者が河川区域

を開発する事例が日本にはまだなく，すぐに徳島

県からの事業認可を得ることはできなかったが，

竹原氏と粟飯原氏は諦めずに事業交渉を続けた．

これを受け，徳島県は徳島市と事業調整を行い，

河川法と都市公園法という法律の枠内で民間事業

の解釈を変え、東船場商店街振興組合に対して事

業認可を出した．　

　また，中川氏はボードウォークの設計にあた

り，人々の交流拠点となる広場を整備して地域の

面的活性化を図る必要があると考え、計画予定地

の両端に隣接する都市公園を取り込んだ設計案を

作成し，徳島市と徳島県との設計交渉に臨んだ。

中川氏は，何度追い返されても諦めずに設計図を

書き直し，竹原氏や粟飯原氏と徳島県，徳島市に

公園整備をしてもらうよう働きかけた．これを受

け，徳島県と徳島市は，中川氏の設計プランに従

い，新町橋袂東詰公園と両国橋袂西詰公園の整備

に取り組み，一体的な河川空間の創出に努めた。
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2.3　2つの事例の比較と考察

　まちの活性化という視点から2つの事例を比較

した場合，大きく以下に示す4つの違いがあった

ことが指摘できる．

①行政内における河川整備事業の位置づけの違い

　博多川夢回廊整備事業では，福岡市下水道局

が，治水・利水を重視した河川整備から環境を重

視した河川整備へと大きく視点を変えたが，まち

づくりへの意識までそれが拡大せず，地域住民や

専門家・周辺の再開発事業等と一体的に河川整備

を進める動きが生まれなかった．その結果，博多

川夢回廊整備事業では，ソフトよりもハードの視

点が重視され，河川整備自体が目的化してしまっ

た．つまり，どぶ川である博多川の環境を改善す

ることを第1の目的に河川整備が実施され，まち

づくりの中で河川を活かす視点が欠如していた．

　一方，東船場ボードウォーク整備事業では，徳

島県河川課と徳島市公園緑地課が河川を活かした

まちづくりの必要性への共通意識を持っており，

河川区域内での民間事業に柔軟に対応するととも

に，公園整備事業に一体となって取り組むことで

民間事業をサポートした．行政だけでなく，地域

住民や専門家も，まちの新名所となるボード

ウォークをつくることで生まれる人々の賑わいを

利用し，その波及効果でまち全体の活性化を図る

ことを事業の目的としてきちんと理解し，その手

段として河川整備が実施された．

②まちづくりの専門家の介在の有無

　博多川夢回廊整備事業では，リバーフロント整

備センターや学識経験者，建築家，建設コンサル

タント等の専門家が福岡市下水道局からの依頼を

受け，各段階でハード面のデザイン提案は行った

が（図-3参照），まちを川からどう活性化するか

については，専門家は実質的に全く参加していな

い．

　一方，東船場ボードウォーク整備事業では，商

業プロデューサーの北山氏が，ソフトの視点から

明確なまちづくりの方向性を誘導し，地元のまち

づくりへの意識改革を行うとともに，まちの賑わ

いを創出するために東船場ボードウォーク案を作

成した．また，徳島市の建築家である中川氏は，

まちの面的活性化を視野に入れたボードウォーク

の設計案を作成し，徳島県・徳島市に何度追い返

されても諦めず，事業の実現に熱意を持って尽力

した．このように，事業全体を通じて，ソフト・

ハードの両面で専門家が携わり，コーディネー

ターとしての役割を担った（図-4参照）．

③地域住民の主体性の有無

　博多川夢回廊整備事業では，地域住民が川を活

かした地域の活性化に期待を持っておらず，積極

的なまちづくり活動を行う動きも生まれなかっ

た．特に，川端商店街には高齢者が多く，その高

齢者達は自分の店を切り盛りするのが精一杯で

あったため，福岡市下水道局に何でもさせようと

いう意識が強く，主体的に事業に協力する姿勢を

示さなかった（図-3参照）．

　一方，東船場ボードウォーク整備事業では，構

想段階の事業主体を東新町1丁目商店街振興組合

が，実施段階の事業主体を東船場商店街振興組合

が担い，7000万円を自己負担した．特に，竹原氏

と粟飯原氏は，行政まかせに公共事業を捉えるの

ではなく，「事業を実現するためには，自分がや

図-3　博多川夢回廊整備事業の流れ 図-4　東船場ボードウォーク整備事業の流れ
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らなければならない」という強い責任感を持って

事業を先導し，地元リーダーとして民間での合意

形成や徳島県・徳島市との事業交渉に情熱を持っ

て尽力した（図-4参照）．

④住民参加型の事業推進体制の違い

　博多川夢回廊整備事業では，事業主体の福岡市

下水道局がまちづくりの専門家や地域住民から積

極的に意見を聴取しようと試み、多様な関係者が

事業に参加した．しかし，行政まかせの意識が強

かった地域住民からは事業協力を得ることができ

ず，専門家からのアドバイスを受けた福岡市下水

道局はその意見を集約して建設コンサルタントと

基本・実施設計を行い河川工事を実施した．事業

全体を見ると，福岡市下水道局が全ての段階で主

体的な役割を担い，事業関係者間で明確な役割分

担が行われなかった（図-5参照）．このように，

博多川夢回廊整備事業では，専門家や地域住民へ

のアプローチを行ったものの，委託者と受託者の

構図が払拭されておらず，従来の河川整備からま

ちづくりへと発展するには至らなかった．

　一方，東船場ボードウォーク整備事業では，事

業主体の東新町1丁目商店街振興組合と東船場商

店街振興組合がまちづくりの専門家のアドバイス

を受けて綿密に計画案について協議し，両者間で

まちづくりへの共通意識を構築した．また，河川

をまちの中で活かそうと試みた地域住民や専門家

からの働きかけを受けた徳島県と徳島市は，事業

の全てを地域住民に負担させるのではなく，自ら

も公園整備を行うことで一体的な河川空間の創出

に努めた．事業全体を見ると，専門家の打ち出し

た明確なまちづくりの方向性に従って，地域住民

図-5　博多川夢回廊整備事業の関係者連関図 図-6　東船場ボードウォーク整備事業の関係者連関図

と行政が各々の役割をきちんと果たし，官民一体

となって事業に取り組んだ（図-6参照）．このよ

うに，東船場ボードウォーク整備事業では，行政

と専門家，地域住民が対等な立場で事業を進める

体制が確立されており，まちづくりとしての河川

整備を実施することができた．

3. 結論

　2つの都市河川事例比較を比較することで，ま

ちの活性化を促す河川整備を行う際には，①川側

からの視点でアプローチするのではなく，まちづ

くりの中でどのように活かすべきか明確な方向性

を築いていくこと，②河川管理者のみで河川整備

を行うのではなく，まちづくりのノウハウを持つ

土木分野以外の人々と協働する事業推進体制を確

立し，事業関係者間でまちづくりへの意識の共有

や明確な役割分担を行っていくことが重要である

ことが示された．

　しかし，本研究では，博多川夢回廊整備事業と

東船場ボードウォーク整備事業の2つの事例から

得られたヒアリング調査をもとに，まちの活性化

を促す都市河川整備の可能性と問題点について考

察したに過ぎない．

　今後は，国内だけに限らず，河川空間の賑わい

づくりに関して先進的な取り組みを行っている海

外の事例まで対象を広げ，まちの活性化を促す都

市河川整備を実施するために必要となる事業推進

体制やまちづくりへの誘導方法などについて検討

を重ねていくつもりである．
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G4-35. Riverfront redevelopment for community revitalization

Naoyuki Sato

In 1997, the River Law which was the systematic system of river improvement and irrigation for

a hundred years is revised and "environmental preservation" and "citizens' participation in

municipal affairs" were taken in. In recent years, the necessity of riverfront redevelopment

for community revitalization of a central city area is increasing. But, There are still few

examples which revived vitalization of the town  by having performed riverfront redevelopment

in Japan.

In this research, as a case study of "Hakatagawa-yumekairou project" in Fukuoka city and

"Higashi-senba boardwalk project" in Tokushima city, the flow of each riverfront redevelop-

ment is explained by hearing investigation to the persons concerned the project. These two

riverfront redevelopments have a big difference about the everyday use of citizens in river

space after redevelopment. The case comparative study is meaningful because these two riverfront

redevelopments are similar to the development time and the characteristic of the area facing

the river. This research aims at considering the possibility and the problem of the riverfront

redevelopment for community revitalization by using the case comparative study technique.

As a result, in order to revive community revitalization by riverfront redevelopment, the

author clarified that it is necessary to build clear directivity for how should be the

riverfront redevelopment functioned in the community planning as well as improving river

environment. And also, sharing the consciousness to community revitalization and performing

the clear role assignment between the persons concerned the project is required. In future,

increasing the case study examples further, the author must consider more deeply about the

promotion organization and the guidance method to community planning to perform riverfront

redevelopment for community revitalization.
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